第４号様式(第５条関係)
　〇年度地域未来創造総合補助金における補助対象経費に係る消費税の取扱いに関する報告書

第　　　　　号

年　　月　　日

  　大分県○○振興局長　殿

補助事業者　　　　　　　　　　　　

住　　所　　　　　　　　　　　　

名　　称　　　　　　　　　　　　

代表者名　　　　　　　　　　　　

　　　　　年　　月　　日付にて申請する○年度地域未来創造総合補助金の補助対象経費に係る消費税及び地方消費税（以下「消費税等」という。）の取扱いに関し、下記のとおり報告します。

記
１　交付申請における消費税等の取扱い（該当する番号を記入）　　　【　　　】
（１）補助対象経費に消費税額を含めていない　　　 　→　２以降は記入不要
（２）補助対象額に消費税額を含めている
２　１で（２）を選択した理由（該当する番号を記入）　　　　　　　【　　　】
（１）消費税の免税事業者である（インボイス制度の導入による２割特例含む）
（２）簡易課税制度を適用する事業者である
（３）公益法人等で特定収入割合が５％超である
（４）（１）～（３）に該当しないため、消費税の確定申告により補助金事業に係る消費税等仕入控除税額が確定した際に、消費税等仕入控除税額の全部又は一部を返還する
３　確定申告月（２で（３）又は（４）を選択した場合のみ記入）　【　　　】月 
※提出資料
　　１：２で（１）を選択した事業者は、補助事業実施年度の前々年度に係る法人税（個人事業主の場合は所得税）確定申告書の写し（税務署の収受印等のあるもの）及び決算書等、免税事業者であることが確認できる資料を添付すること。
　　２：２で（２）を選択した事業者は、消費税等の確定申告を行った場合は、補助事業実施年度における消費税等確定申告書（簡易課税用）の写し（税務署の収受印等のあるもの）を速やかに(１箇月程度)提出すること。

　　３：２で（３）を選択した事業者は、積算根拠資料を提出すること
　　４：２で（４）を選択した事業者は、消費税等の確定申告により消費税等仕入控除税額が確定したときは、消費税等仕入控除税額確定報告書を速やかに（１箇月程度）提出すること。
